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 配置予定技術者の確認 落札者決定後、工
事実績情報システム等により配置予定の主任
技術者又は監理技術者の専任制違反の事実が
確認された場合、契約を結ばないことがある。
なお、種々の状況からやむを得ないものとし
て承認された場合の外は、申請書及び資料の
変更は認められない。
 専任の主任技術者又は監理技術者の配置が
義務づけられている工事において、低入札価
格調査基準価格を下回った価格をもって契約
する場合においては、専任の主任技術者又は
監理技術者とは別に同等の要件を満たす技術
者の配置を求めることがある。
 契約締結後のＶＥ提案 契約締結後、受注
者は、設計図書に定める工事目的物の機能、
性能等を低下させることなく請負代金の低減
を可能とする工事材料、施工方法等に係る設
計図書の変更について、発注者に提案するこ
とができる。提案が採用された場合には、設
計図書を変更し、必要があると認められる場
合には請負代金の変更を行うものとする。詳
細は「港湾工事共通仕様書」（国土交通省港湾
局）による。ただし、総合評価落札方式の提
案範囲を除く。
 手続における交渉の有無 無
 契約書作成の要否 要
 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を当該工事の請負契約の相手方との随意契
約により締結する予定の有無 無
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４に同じ。
 一般競争参加資格の決定を受けていない者
の参加 当該一般競争参加資格の決定に係る
申請は、当該者の「競争参加者の資格に関す
る公示」（令和６年10月１日付国土交通省東北
地方整備局副局長他７者公示）別記に掲げる
本店所在地（日本国内に本店がない場合にお
いては、日本国内の主たる営業所の所在地。
以下同じ。）の区分に応じ、同別記に定める提
出場所において、随時受け付ける。また、当
該者が申請書及び資料を提出したときに限
り、東北地方整備局総務部経理調達課
（〒9808602 仙台市青葉区本町３３１
仙台合同庁舎Ｂ棟 電話0227160013）に
おいても当該一般競争参加資格の決定に係る
申請を受け付ける。

 工事の実施にあたっては、東日本大震災に
よる被災者等の積極的な雇用に配慮するこ
と。なお、被災者等の雇用においては、賃金
等の支払いが適正かつ遅延なく行われるよう
配慮すること。
 中東情勢の変化等により工事資材の調達が
困難となったことに伴い工期内に工事を完成
させることができなくなった場合や工事の全
部又は一部を完成させることができなくなっ
た場合には、受注者の責めに帰すことができ
ない事由に該当するものとして、指名停止措
置要領に基づく指名停止等の措置や請負工事
成績評定における減点の対象とはならない。
 詳細は入札説明書による。
６ Summary
 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : KIMOTO Jin Vice Di‑

rector‑General, Tohoku Regional Develop‑

ment Bureau, Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism
 Classification of the services to be pro‑

cured : 41
 Subject matter of the Contract : Dredging

work of Channel and Anchorage (－12m) at
the Aburakawa Area, Port of Aomori
 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 12 : 00 26 October 2026
 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 13 : 00 14

January 2027 (tenders brought with

13 : 00 14 January 2027 or submitted by

mail : 13 : 00 14 January 2027)
 Contact point for tender documentation :

KONNO Mao, Accounting and Procurem‑

ent Division, General Affairs Department,

Tohoku Regional Development Bureau,

Ministry of Land, Infrastructure, Transport

and Tourism ; 331 Honcho, Aoba‑ku,
Sendai‑city, Miyagi‑pref 9808602 Japan.
TEL 0227160013

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
本工事は、国庫債務負担行為に基づく契約の中
間年度（契約を締結する会計年度の翌年度をい
う。）における請負代金の支払いの限度額（以下「支
払限度額」という。）について、当初契約の時点で
「０」と設定し、補正予算が措置されるなど追加

で予算の執行が可能となった場合に各年度の支払
限度額を変更し、前倒しで既済部分払等の支払い
を可能とする「事業加速円滑化国債」を採用する。
支払条件等については、入札説明書及び現場説明
書の内容を十分に確認すること。
令和８年８月 25 日

支出負担行為担当官
近畿地方整備局長 小林賢太郎

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 27
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 Ｒ８長殿道路１号橋上部工事（電
子入札対象案件）（電子契約対象案件）
 工事場所 奈良県吉野郡十津川村長殿地先
 工事内容 工事延長Ｌ＝178ｍ、ＰＣ２径
間連続箱桁橋（最大支間長873ｍ）、コンク
リート橋上部工、ＰＣ片持箱桁橋工（片持張
出架設）１式、鋼製桟道橋工１式、橋梁下部
橋台工（胸壁）１式、ＲＣ橋脚工（胸壁）１
式、仮設工１式
 工期 令和９年２月１日から令和11年３月
30日まで。（余裕期間：契約締結日の翌日から
令和９年１月31日まで）
 使用する主要な資機材 コンクリート 約
2730、鋼材（鉄筋・ＰＣ鋼材含む）約
623ｔ
 本工事は、価格以外の要素と価格を総合的
に評価して落札者を決定する総合評価落札方
式のうち、品質確保のための体制その他の施
工体制の確保状況を確認し、施工内容を確実
に実現できるかどうかについて審査し、評価
を行う施工体制確認型総合評価落札方式及び
契約締結後に施工方法等の提案（総合評価に
係る提案を除く。）を受け付ける契約後ＶＥ方
式の試行工事である。
 本工事は、建設キャリアアップシステム活
用推奨モデル工事の試行対象工事である。
 本工事は、受注者の発案による施工手順の
工夫等の創意工夫による生産性向上の取組を
推進する「生産性向上チャレンジ」の試行対
象工事である。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 本工事は、競争参加資格確認申請書（以下
「申請書」という。）及び競争参加資格確認資
料（以下「資料」という。）の提出及び入札を
電子入札システムで行う対象工事である。

なお、電子入札システムによりがたいもの
は、発注者の承諾を得て紙入札方式に代える
ものとする。
 総価契約単価合意方式の適用
１）本工事は、「総価契約単価合意方式」の対
象工事である。本工事では、契約変更等に
おける協議の円滑化に資するため、契約締
結後に、受発注者間の協議により総価契約
の内訳としての単価等について合意するも
のとする。
２）本方式の実施方式としては、
イ）単価個別合意方式（工事数量総括表の
細別の単価（一式の場合は金額。下記ロ）
において同じ。）のそれぞれを算出した上
で、当該単価について合意する方式）
ロ）包括的単価個別合意方式（工事数量総
括表の細別の単価に請負代金比率を乗じ
て得た各金額について合意する方式）が
あり、受注者が選択するものとする。
ただし、受注者が単価個別合意方式を選
択した場合において、上記１）の協議の開
始の日から14日以内に協議が整わないとき
は、包括的単価個別合意方式を適用するも
のとする。
３）受注者は、「包括的単価個別合意方式」を
選択したときは、契約締結後14日以内に、
契約担当課が契約締結後に送付する「包括
的単価個別合意方式希望書」に、必要事項
を記載の上、当該契約担当課に提出するも
のとする。
４）その他本方式の実施手続は、「総価契約単
価合意方式実施要領」及び「総価契約単価
合意方式実施要領の解説」によるものとす
る。

 本工事は、ＢＩＭ／ＣＩＭを導入すること
により、ＩＣＴの全面的活用を推進し、ＢＩ
Ｍ／ＣＩＭモデルの活用による建設生産・管
理システム全体の課題解決及び業務効率化を
図ることを目的とするＢＩＭ／ＣＩＭ適用工
事（発注者指定型）である。
 本工事は、ＩＣＴ技術の全面的活用を図る
ため、受注者の提案・協議により、起工測量、
設計図書の照査、施工、出来形管理、検査及
び工事完成図や施工管理の記録及び関係書類
について３次元データを活用するＩＣＴ活用
工事の対象工事（施工者希望Ⅱ型【構造物工
（橋梁上部）】）である。
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